
                                                                        
   

     
 
                                                             目次                                   

７月全国集会案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１ 

神出病院の取り組み・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３ 

刑法等改悪案・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P６ 

総行動報告・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P８ 

集会案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P10 

事務局より・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P11 

 

 

７．２４医療観察法を廃止しよう！全国集会 
（ZOOM 参加あり） 

 

日時：7月 24日（日）13時 30分開場、開始 14時～16時 30分 

場所：としま区民センター(JR他各線 池袋駅（東口）下車 徒歩７分) 

講演：「日本の強制医療を変える新たな闘いへ」 

講師：池原毅和さん（弁護士） 

・講演後には質疑応答の時間があります 

発言：医療観察法元対象者 

   有我譲慶さん（大阪精神医療人権センター） 

山口 創一さん（刑法・少年法改悪に異議あり！緊急アクション） 

吉田 明彦さん（精神医療サバイバーズフロント関西 主宰） 

参加費：500円 

● 関東地方以外から参加の精神障害当事者には 5000円の交通費補助があります。 
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■ 電話による問い合わせ： 090 - 6122 - 7700（石橋） 

■共同呼びかけ：心神喪失者等医療観察法をなくす会／国立武蔵病院（精神）強制・

隔離入院施設問題を考える会認定ＮＰＯ大阪精神医療人権センター／心神喪失者

等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！ネットワーク 

■連絡先：心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！ネットワーク 

（東京都板橋区板橋 2-44-10-203 北部労働者法律センター気付 FAX:03-3961-0212） 

 

 医療観察法・精神保健福祉法など“ほぼ定着”させられたかのように見えた精神障

害者差別体制が、津久井やまゆり園事件や神出病院事件、コロナ・クラスターなどで

巨大な矛盾を露呈し、他方での昨年 10月の第 63回人権擁護大会「精神障害のある人

の尊厳の確立を求める決議」、そして本年 8月の障害者権利条約対日審査などで、いま

大きく揺らぎ始めています。 

 国連障害者権利委員会は、措置入院・医療保護入院等を規定する精神保健福祉法等

の撤廃のために講じた措置、隔離・身体拘束等を廃止するためにとった法律上・実践

上の措置など、強制入院や隔離・身体的拘束等に関する事項について事前の情報提供

を求めています。 

 他方、政府・厚労省・日本精神科病院協会は、昨年 10月以来「地域で安心して暮ら

せる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」の回を重ねるなかで、居直りを深

めて巻き返しに転じ、「報告書」取りまとめをステップに、今秋臨時国会での精神保健

祉法・障害者雇用促進法束ね「改正」を狙っています。 

ZOOM での集会参加をご希望の方は、７月 21 日までに

kansatuhou20@gmail.com 宛、下記の事項を記載して申し込んでください。 
１．名前（必須） 
２．連絡先メールドレス（必須）：ZOOM 集会参加に必要な情報を 

お知らせします。 
３．電話番号 ZOOM 関係の調整用電話番号 
４．所属（あれば） 

★ ZOOM 参加に慣れていない方は、当日、30 分前くらいからアクセスして 
接続を確認していただけます。 

★ 財政難の折、ZOOM 参加の方はカンパの振り込みにご協力ください。 
カンパ振込先：郵便振替口座 00120-6-561043 

                加入者名 予防拘禁法を許すな！ネットワーク                        
注）摘要欄に「7.24 全国集会」もしくは「ZOOM」と必ずご記入ください。 
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 また今国会で刑法・更生保護法等を大改悪し、裁判所・刑務所・保護観察所などの

裁量強化と、重罰化と教育刑をセットにした本格的な予防刑法―「保安処分」体制構

築を狙っているのです。既に医療観察法では、刑務所敷地内に司法精神医学部門を整

備した北大病院医療観察法病棟を作り矯正施設と連携するなど、新たに踏み込んだ攻

撃が仕掛けられています。 

 こうした攻防のなかで日弁連人権擁護大会は「決議」実現にむけて「当事者団体、

精神医療福祉関係者団体、市民団体、労働組合などの多くの人々の論議に基づく法制

度政策改革への働きかけが不可欠で共闘態勢を築いて行きましょう」との呼びかけを

発している。私たちも改めて「再発防止」を謳い新たな「保安処分」態勢の嚆矢とな

った医療観察法の差別的実態を暴き、精神保健福祉法など醜悪な日本の精神医療を糾

弾し、運動の力で大きく揺さぶり、変革したい。既に、医療観察法廃止へ！ 障害者権

利条約実現へ！ 新たな闘いの攻防が始まっています。全国集会にぜひご参加くださ

い。 

 

 

 

「神出病院における虐待事件等に関する調査報告書」の衝撃 

～神出病院事件の底知れぬ闇～    

精神医療サバイバーズフロント関西 主宰 吉田 明彦 

  

「おぞけだつ」「嘔吐を覚える」「とてもではないが読み進められない」― 去る５月

２日に公表版が発表された「神出病院における虐待事件等に関する調査報告書」（※）を

読んだ人々は口々にそう言う。 

 

同病院を経営する医療法人財団兵庫錦秀会発足の「神出病院における虐待事件等に関

する第三者委員会」（委員長：弁護士 藤原正廣氏）が７か月をかけてまとめた、２８１

頁からなるその報告書の内容はそれだけの衝撃度を持っている。 

 

※ 神出病院ウェブサイトの「第三者委員会に関する調査報告書の公開について」（２

０２２年５月２日）ページから閲覧・ダウンロードできる。長いがぜひお読みい

ただきたい。 

すでに刑事裁判を通して刑に処せられ、あるいは執行猶予処分となっている６人の

元・看護職員たちによる犯行、法廷では裁かれなかった彼らの他の加害行為、他の職員
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たちのあいだでも横行していた虐待の数々、医師らが関与しまたは黙認した違法行動制

限・不適正な医療行為、同敷地内の特養からの高齢患者の違法転院などなどについての

気が滅入るような記述が続く。 

また、その背景にある経営法人理事会、とりわけ病院を私物化した前理事長・藪本雅巳

氏の乱脈経営が描き出される。彼は必要経費の支出をしぶりながら（患者が使うシャワ

ーのボイラー修繕すらできず湯が出なかった）、神出病院および同敷地内の特養と看護

学校の全人件費の実に１５％（２０１９年度だけで２億５８００万円）をひとりで得て

いる。これは医療法５４条が禁じる剰余金の配当である。 

さらには、じゅうぶんな調査・指導を怠った兵庫県と神戸市のずさんな対応も厳しく指

弾される。 

なかでも特に大きな衝撃を読者に与えたのは、逮捕も起訴もされていないが６人に決

定的な影響を与えた看護師長（当時）の暴行についての記述部分だ。統合失調症と診断

された男性のからだを若い看護助手に押さえつけさせ、強制的に射精をさせて喜ぶグロ

テスクな性暴行の繰り返しを含む、極度に嗜虐的な暴力場面の数々は読むに堪えない。

悪夢のようである。 

しかし、当時の病院長はこの人物を別病棟に転属させたり主任に降格させたりするの

みで、自主退職のかたちで彼は病院を去る。この人物は、いまだ刑事・民事いずれの法

的処分も受けず、被害者たちへの謝罪や賠償などの責任も一切果たしていない。 

この報告書は兵庫錦秀会が発足させた第三者委員会によるものであるが、障害者・家族

団体、精神医療人権センター、弁護士会、精神保健福祉士協会などの職能諸団体が協力

しての足かけ３年にわたる取り組みの結果として実現したといってよい。 

２０２０年８月１７日に市が神出病院に対し発出した改善命令に第三者委員会を設け

て調査に当たることが含まれたが、法人はこれを拒み、うちうちの「危機管理委員会」

をもって代えようとした。しかし、そのような密室のお手盛りの会合が使命を果たした

り社会的批判を免れたりできようはずはなく、結局事件発覚から１年半以上経ってよう

やく第三者性を備えた委員会を発足させざるを得なくなった。それがこのたびの第三者

委員会である。 

当初からの関係諸団体の求めは、あくまでも法人からは独立した第三者委員会を市が

招集することであったが、一旦今回の委員会発足の動きが示されてからはその人選や調

査の進め方についての市と委員会への働きかけが取り組まれた。報告書の委員会のヒア

リング対象のなかに、関係諸団体を代表して申し入れをした筆者（当時、兵庫県精神医
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療人権センター共同代表代行）と精神家族会であるひょうかれんの会長が登場する（６

頁）。 

報告書には、法人・病院側が委員会に対し非協力また藪本前理事長への面談を徹底して

拒むなどの妨害をもって対応した様子が書かれている。肝心の被害者たちへのヒアリン

グも拒まれた。それへの委員たちの怒りが報告書２００頁に登場する。 

「このような対応からすると、兵庫錦秀会が当委員会の調査を受けることにしたのは、

神出病院の運営実態が改善されなくても、第三者委員会の調査を受けたという事実だけ

で『禊ぎ』が終わったとすることに利用しようとしただけではないかと疑わざるを得な

い。」 

兵庫県と神戸市は、この報告書を真摯に受け止め、医療法、精神保健福祉法ほか関係法

規に照らし、徹底的な真相究明と指導に当たることを通して被害者救済に繋げなければ

ならない（神戸市と兵庫県精神保健福祉士協会からの推薦を受けた調査員らによる意向

調査では、約半数の人々が転院を希望したと議会で部局が答弁している〈２０２２年６

月２１日、神戸市会福祉環境委員会〉）。 

紙幅が尽きたので触れられないが、神戸市の取り組みには評価すべき点が多々ある。し

かし、問題の深刻度にはやはりまだ見合っていない。 

今回の報告書をまとめた委員会は力のこもった仕事を残した。まとめ作業の終盤３月

は徹夜仕事が続いたと聞いている。 

我々は、投げられたこのボールをしっかりと受け止め、刑事上、民事上、行政上の三方

向の観点から、神出病院事件という底知れぬ暗部を覗かせる問題の解決のための努力を

より一層進めなければならない。 
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刑法一部「改正」通常国会で成立 
       山中 雅子（刑法・少年法改悪に異議あり！緊急アクション） 

 

 

国会終盤の６月１３日、参議院本会議において刑法等一部「改正」が可決成立した。

反対は立憲・共産・沖縄の風・れいわ等。緊急アクションは、５月１０日（衆）５月３

１日（参）と２回の院内集会を開き、延べ７６名の参加、法務委員会所属国会議員も延

べ７名の参加を得た。また、戦争・治安・改憲 NO!総行動の憲法審査会開催日国会行動

のテーマに刑法改悪反対も入れて国会前座り込みも闘った。衆議院では侮辱罪重罰化、

参議院では拘禁刑に関して議員も質疑で疑問を多く出しており、院内集会への議員の参

加があるなど、問題の多い法案である認識は国会内でも一定あった。侮辱罪と拘禁刑は

別種なのに（法律を準備する諮問機関の法制審も別）一括して審議され、また、今国会

法務委員会前半はこれまた問題の多い民事訴訟法（民事裁判 IT 化）が審議された後で

元々審議日程も限られていた。十分な審議が行われたと言えない状況で、最終回の質疑

でも新たな論点が出されていた。法律的な面でも、新たに日弁連から被疑者の社会内処

遇に関する懸念が５月２６日にも出されるなど、無罪推定に反しないか、保安処分的運

用がないか、疑念は払拭されていない。 

２０１７年の法制審議会少年法・刑事法部会開始以降、学習会や集会を重ねてきた。

当初、福祉の治安利用ということで福祉関係者の反対も強く、全国集会のテーマやネッ

トワーク学習会でも取り上げられた。法制審の部会に関しては月１回、刑法改悪阻止！

保安処分粉砕！全都労働者実行委員会でビラ情宣も行った。昨年の少年法に続き今回の

刑法で、法制審のこの部会の答申は立法化された。ただ、法制審で今回はなしとされた

課題もある。特に満期釈放者対策は今後も強化されると思われる。他の刑法関係として

は、GPS 付の保釈や、刑事裁判の IT 化も国会に上がってきそうだ。 

刑法「改正」の中身としては、懲役と禁固を一本化して拘禁刑へ、保護観察が付きや

すくなるような執行猶予制度、保護観察や更生（緊急）保護の強化拡充、被害者の心情

を聴取してより直接的に伝達する制度、などである。要は、刑務所内においても、社会

内処遇（捕まって起訴前から、執行猶予、仮釈放、刑執行終了後まで）においても、反

省を強制し、改善することを義務付け、健全な市民へと改造するということだ。刑罰を

応報刑要素を相対的にして、教育刑方向へ。改善指導、再犯防止を目的にする。人を変

えるということでは、内心の自由、思想・信条の自由とのかかわりはどうなのか。行っ

た犯罪行為に何らかの社会的原因があっても、個人を治療するやり方がとられる。思想

的背景のある犯罪などは禁錮刑で、と言われてきたが、その禁錮刑はなくなる。また、
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改善を目的にすると、改善されない場合はどうするのか。今回、刑執行終了者への「援

助」は無期限で、いつまでも介入されるおそれがある。こういう、保安処分的な刑事司

法は、医療観察法、刑の一部執行猶予制度導入、再犯防止推進法と、作られてきていた

が、今回、刑法の中で刑の執行は「改善更生のため」となった。被害者心情伝達も含め、

反省を強いる点も医療観察法の内省プログラムの問題性からすると、そこまでの心理的

負担を義務化していいのかと思う。 

また、今回、「援助」が行われる範囲が広くなった。起訴・不起訴を決める前から、刑

が終わってもずっとだ。「援助」は、就労・教育・住居のほか、医療・福祉も含まれる。

この場合の福祉は再犯防止目的であり、一般の福祉とは異なることが法制審で政府より

言われている。例えば保護観察中であれば、福祉も何か問題があれば保護観察所へ報告

することになる。監視・管理の側面を持ち、治安のために行われる。また、福祉を受け

ることには本人の同意は必要になっているが、留置所や刑務所から出られるかどうかが

福祉を受け入れることにかかっている場合、自発的とは言えない。医療・福祉といって

も例えば精神病院への入院とか、施設入所とかもある。警察に捕まったら出る時に精神

病院入院へ、となる人が増えるかもしれない。刑務所受刑者の約２０％には何らかの精

神障害がある。 

もう一つ、刑法等の「改正」に加わった侮辱罪重罰化は、拘留または科料であった法

定刑を、懲役や禁錮、罰金も加えた。この重罰化によって時効も伸びるほか、逮捕がほ

とんどできなかったのがほかの罪同様に逮捕できるようになった。ネット上の誹謗中傷

の被害が深刻なのに対応してなのだが、加害者が判明しにくい等特徴のあるネット上の

書き込みに関しては、重罰化しても効果は薄いともいわれている。そして、侮辱罪は表

現したことにより犯罪とされるわけだが、逮捕できるようになったことで、政府、権力

者、大企業などを非難することで、有罪になるほどではなくても逮捕・取り調べの脅し

で圧力を与ええる懸念がある。 

今回の刑法「改正」の拘禁刑、侮辱罪ともに国際的な動向にも反し、思想・信条の自

由に反するものだ。通ってしまったが今後の運用を注視していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

     

http://tkss.jp/pjn/archives/2009/04/22191400.php
https://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/
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戦争・治安・改憲ＮO!－激震の季節が到来する 
（破防法・組対法に反対する共同行動） 

 

今春、反戦・反基地―反治安法・反弾圧―医療観察法廃止―日の丸・君が代反対など

8 領域で闘う課題別戦線が共闘する戦争・治安・改憲 NO！総行動は、ウクライナ反戦や

憲法審査会反対など 20 回を超える国会行動や集会・デモで反撃したが力及ばず、次々

と悪法制定を許してしまった。 

20年以上にわたって医療観察法・共謀罪・盗聴法・秘密法など時代を画する治安法や

戦争法と攻防を繰り広げてきたが、今通常国会は文字通り異様であった。成立した治安・

戦争法は日本版 FBI創設の改悪警察法、外国人のみを搬送できる改悪自衛隊、国防優位

の観点から生活まで動員・監視する経済安保法、民事訴訟ＩＴ化法、115 年ぶりの刑法

大改悪・侮辱罪新設などである。また憲法審査会論議が今国会で常態化して煮詰まり、

既に緊急事態条項新設や国民投票法改悪論議が進んでいる。 

異様な通常国会攻防の最大の問題は、立憲民主党を含め各政党、連合など国益主義労

働運動、日弁連など法曹界、マスコミ、一部市民運動などが、ウクライナ戦争の衝撃を

受けて「国を守れ」と一挙に翼賛化し、参戦国化する岸田政権への抵抗力を急速に喪失

したことである。更にコロナ⇒集会自粛の毒が全身に回り、国会前はほぼ閑散としてい

た。その中で、①法制審議会など各種検討会が省庁・与党の御用機関と化し、②包括・

束ね法案という国会審議省略手法を濫用する（2 つの法制審答申＝侮辱罪重罰化と刑法

等改悪を束ね、経済安保法は 138 もの政・省令任せで中身不明、膨大な法案を抱える内

閣委拙速審議）などが粛々と進んだのだ。 

しかも岸田政権は、参院選を控え対決法案を先送りしたと公言し、国会後半には、次々

と新たな・危険な提案を打ちだしている。一つは自民党が『国家安全保障戦略提言』（4

月 26 日）や『世界一安全安心な日本に向けて』提言（5 月 12 日）を打ちあげて、以降

急激な戦争・治安エスカレートに突進することを明らかにしたことである。『国家安全保

障戦略提言』は、①従来の「防衛」概念を「国防」概念に転換し（軍事→外交・軍事・

諜報・経済）、②「専守防衛」⇒基地のみならず敵国指揮系統への「反撃能力」を保有す

る侵略戦争態勢を構築し、③軍事費 GDP 1％枠を大きく突破して 2％超、武器輸出全面

解禁に踏み出すなど、現実に戦争する国への突進宣言である。インド太平洋で米・日・

中などの経済構想が乱立・対立する中で、8 月リムパックなど日・米・韓・豪・NZ＋印

＋NATO の多国籍合同軍事演習やサイバー演習・国民保護演習が激増し日常化する。 

『世界一安全安心な日本に向けて』提言は、①23年Ｇ７サミット（広島、5月 19～21 
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日）、25 年大阪・関西万博開催に向けテロをはじめとする脅威を徹底的に封じ込める、

②サイバー空間で更に国民の安全・安心を確保する、③水際対策を強化し不法滞在者に

関する情報の収集及び分析の強化や送還促進を図るための制度を整備する、④次期再犯

防止推進計画に基づき満期出所者や性犯罪者などへの息の長い支援（終生にわたる保安

処分と読め！）実現を持続可能なものにする、ことを軸にしている。東京五輪戒厳を「成

功」と総括し、警察庁サイバー警察局創設で「国際的共同作戦」に大きく踏みだした警

察・法務省は、更に入管法改悪や GPS 付釈放など「保護観察」態勢の飛躍的強化を狙っ

ていることを隠そうともしていない。既に 6月 27日には刑事訴訟ＩT化やマネロン罪拡

大が法制審に諮問され、国会上程策動が始まっている。 

特に注目する必要があるのは、『安保提言』『世界一安全安心な日本』提言ともに対外

諜報を担う国家情報局（日本版 CIA）創設やファイブアイズの国際行政盗聴網（エシュ

ロン）参加を公然と打ちだしたことである。治安・諜報機関の一元化・統合は 1990 年代

以降画策され・省庁間権益対立で頓挫してきた歴史をもつが、非常事態型国家化進展と

ウクライナ戦争情勢の中で、新たに「インテリジェンス」統合として画策されているの

だ。経済安保Ⅱ（機密情報取扱い資格者を政府が認定するセキュリテイ・クリアランス

制度創設など）の最も危険な中身である。 

 こうした進行する戦争・治安エスカレートの中で、岸田政権は参院選で改憲勢力 3分

の 2 を確保し、「選挙後できるだけ早いタイミングで原案を国会に提示し、発議をめざ

したい」（茂木幹事長）と改憲国民投票を現実的政治日程にのぼせ始めた。自衛隊明記・

緊急事態権限創設など 4項目を軸とする明文改憲は、それにとどまらず表現・結社の自

由など更なる戦争・治安管理国家への新たな号砲になる可能性をもっている。「グレーー

ン事態」での、自衛隊による新たな反戦デモ敵視訓練などである。情勢激震に対決しう

る反治安法戦線を再創造し、自立した大衆運動の連携・共闘を更に強化し、意を決して

闘うべき時である。 
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集会・イベント案内 
 

 

★７月１７日（木） 五輪有罪・ばくちく無罪デモ 

１５：３０集合 吉祥寺の杜・宮本小路公園 

武蔵野五輪弾圧救援会 

 

★７月１８日（月・休）第 78回精神保健シンポジウム・上映 

 ～施政権返還 50年―未来への回想 

                 国による隔離政策を考える～ 

上映会(入場無料)：１０:３０～ 夜明け前のうた 消された沖縄の障害者 

シンポジウム(資料代８００円)：１３:１５～１６：３０ 

特別ゲスト：伊藤時男さん(長期強制入院被害者、国賠訴訟原告) 

【第一部】 時男さんの国賠訴訟に連帯する 

【第二部】 ハンセン病の国賠訴訟に学ぶ 

公益財団法人日本精神衛生会、「国による隔離政策を考える」実行委員会、 

沖縄障害者人権センター 

お問い合わせ：沖福連(山田)email:terushino@castle.ocn.ne.jp 

 

★７月１８日（月・休） 民事弾圧粉砕！日韓連帯集会 

１２：００～１４：００ 南部労政会館 

破防法・組対法に反対する共同行動 

 

★７月３０日（土）障害者と障害のない人がともに働くためのフォーラム 2022 

～改正障害者雇用促進法成立後の動向から障害者の一般就労の現状と課題を考える～ 

１３：００～１６：００ オンライン（ウェビナー） 

ⅮＰⅠ日本会議 

申し込み：https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_KECuk7CSTiK00jlck3urtg 

 

★１０月１４日（金） 次回天海訴訟第 5回口頭弁論 

１４：３０～ 東京高等裁判所 

 ～６５歳の壁「7条支援法」 障害者を年齢で差別するな！～ 

 

 

 

 

 

 

                 

 

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_KECuk7CSTiK00jlck3urtg
http://tukitomatcha.blog35.fc2.com/blog-entry-163.html
https://creativecommons.org/licenses/by/3.0/
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☆事務局より    

⦿ニュース発行は印刷代のほかに郵送代がかさみます。生活が厳しい方もたくさんいらっしゃると思いますが、

可能な方で支援してくださる方は、表紙の郵便口座に振り込みをお願いします。ネットワーク会費は年間一口５

００円です。カンパもよろしくおねがいします。 

⦿メールアドレスをお持ちの方は、財政的に運営が厳しい中、ネットワークニュースのメールでの配信にご協力

をお願いします。メール配信に切換えて戴ける方、郵送を止めてもよい方は、nyajira@yf7.so-net.ne.jp 配信担

当 宛ご連絡ください。 

⦿住所変更がありニュースを引き続き購読の方、ニュース不要の方は、ファックス・郵送でご連絡ください。 

〇ネットワーク定例会議は東京都内で開いています。参加ご希望の方は郵送でお問い合わせください。 
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